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有価証券等の国外転出時課税制度 
 

 平成 27 年度税制改正において、「国外転出をする場合の譲渡所得等の特例（以下、「国外転出時課税」という。）」

が新設されました。今回は、この制度について、ご説明させて頂きます。（参照：国税庁ＨＰ「国外転出時課税制度 FAQ

（平成 27 年 4月）」） 

１．適用開始 ⇒平成 27 年 7 月 1 日以降から適用開始となります。 

２．制度の概要 

 「国外転出時課税制度」とは、国外転出（国内に住所及び居所を有さないことをいいます。）をする一定の居住者

が１億円以上の有価証券等を保有している場合には、その有価証券等の含み益に所得税（復興特別所得税を含む。）

が課税されることをいいます。なお、その対象となる方は、確定申告が必要となります。 

(1)対象者の要件 
①国外転出時※１に保有する有価証券等の合計額が１億円以上であること 

②国外転出の日前に10年以内に国内在住期間が5年超であること※２ 

(2)対象資産 
株式、投資信託、ストックオプション、匿名組合契約の出資持分、未決済のデリバテ

ィブ取引など※3 

(3)申告期限 納税管理人の届出がある場合 国外転出の年分の所得税の確定申告期限まで 

 納税管理人の届出がない場合 国外転出の時まで（準確定申告） 

(4)納税猶予 

国外転出時に下記の手続きを経ることで、5年又は申請により最長 10 年の納税猶予を

受けることができる 

①国外転出時までに納税管理人の届出 

②確定申告書に納税猶予を受ける旨を記載し明細書などを添付して、申告期限までに

猶予される所得税及び利子税に相当する担保を提供（例：不動産、国債） 

③申告書の提出後、納税猶予の継続適用届出書を毎年 3月 15日までに提出 

(5)課税の取消し 

国外転出時課税制度の適用を受けたとしても、以下の事由が生じた場合に、引き続き

所有している有価証券等に係る金額に限り、課税を取り消すことができる 

国外転出 国外転出の日から5年以内に帰国等 

贈与 贈与の日から5年以内に受贈者が帰国等 

相続 相続開始の日から5年以内に相続人全員が帰国等 

（※１）国外転出予定日から 3月前の日（※２）外国人の場合には、在留資格も留意して判定する必要がある 

（※３）現在譲渡所得が非課税とされている地方債や国債も有価証券等の金額判定に含まれる 

３．国外転出（贈与）時制度・国外転出（相続）時制度について 

 「国外転出時課税制度」は、上記のように一定の居住者が国外転出する際に適用されるものでありますが、下記

の要件を満たす場合にも「国外転出時課税制度」が適用されます。 

(1)国外転出（相続
・ ・

）時制度 
一定の居住者が亡くなり、国外に居住する相続人又は受遺者が、その

相続又は遺贈により有価証券等の全部又は一部を取得した場合 

(2)国外転出（贈与
・ ・

）時制度 
国外に居住する相続人又は受遺者が、その相続又は遺贈により有価証

券等の全部又は一部を取得した場合 

（注）被相続人及び贈与者が保有する有価証券等の合計額が 1億円以上である場合に、国外転出時課税制度を適用。 

４.まとめ 

 国外転出時課税制度は 7 月 1 日以降から開始されます。有価証券等の保有残高が多い資産家の方は、国外転

出される際には、ご留意下さい。なお、5 年以内に必ず帰国することが確定している方は、一旦納税猶予を選

択して頂くのも一つの方法です。また、被相続人や贈与者が有価証券等を 1 億円以上保有している場合には、

相続や贈与で非居住者に移転した有価証券等の額が 1 億円未満でも対象になります。よって、この場合には被

相続人や贈与者に所得税が課税され、さらに相続人及び受贈者に相続税や贈与税が課税されることになります

ので、ご注意ください。この制度に関して、ご不明な点がございましたら、大北までご相談くださいませ。 
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